
イ　国民健康保険資格確認書又は健康保険資格確認書（当面の間、国民健康保険被保険者証又は
　　健康保険被保険者証も可）　　　ロ　年金手帳　　　ハ　児童扶養手当証書
ニ 印鑑登録証明書、公共料金の領収書、年金証書などのうちいずれか１つ

マイナンバーカード、運転免許証、運転経歴証明

病気、出産、育児、不妊治療、負傷などで
すぐに働けない方は受給期間延長申請を

書、写真付き住民基本台帳カードなどのうちいずれか１種類。
それらをお持ちでない方は、次のイ～二のうち異なる２種類をお持ちください。

PL070901

※高年齢受給資格者及び特例受給資格者については、失業の認定の際に

１．離職票―１→氏名や口座番号などを記入してくだ
さい。（< 記入例 > 参照）
ただし、個人番号記載欄はハローワークの窓口に
来所した際に、ご自身で記載してください。

２．離職票―２【離職票―２は雇用保険の手続きによ
り回収しますので事前に写真を撮るかコピーをと
っておきましょう。詳細は２ページ㊟をご覧くだ
さい】
※直近の離職票だけでは期間が足りない場合があ
りますので複数の離職票がある場合は、全ての離
職票をお持ちください。

、マイナンバーカード、運転免許証、官公署の
　交付する証明書等のいずれかを提示する場合に省略できます。

雇用保険の手続きは、月曜日～金曜日（休祝日・年末年始除く）の8時30分～17時15分です。受給の手続きのほかに、「求
職申込み」の手続きもあり、求職申込みには一定の時間がかかりますので、16時前までのご来所をおすすめいたします。



離職票－2は、健康保険の切り替えや扶養申請に退職していることの証明として必要となる場合が
あります。ただし、離職票－2を一度ハローワークに提出されますと返却ができません。提出後、
写真またはコピーが必要な場合は、個人情報の保護に関する法律第77条第１項の規定に基づき、
保有個人情報の開示請求が必要になる場合がありますので、事前に写真を撮るかコピーを取って
から手続きをしてください。なお、手続き後にお渡しする受給資格者証は、後日、受給手続き後
に開催する説明会等でお渡しすることとなりますので、あらかじめご了承ください。

■求職者給付を受給するためには、お住まいを管轄するハローワークへご自身で求職申込みの
手続きも必要です。あらかじめインターネットから求職申込みを済ませてから来所されます
と、手続きがスムーズに進みますので 11~13 ページもご覧ください。

■お住まいを管轄するハローワーク以外であっても、同一都道府県内であれば、ご自身の就職希
望地を管轄するハローワークで求職活動を行う場合、その管轄ハローワークで手続きするこ
とができます。ただし、住所変更された場合を除いて、一度手続きされたハローワークの変更
はできません。

■離職票の交付を希望する旨を会社に伝えているにもかかわらず、会社が手続きをせず、離職票
がお手元に届かない場合は、ご自身のお住まいを管轄するハローワークにご相談ください。

■船員のお仕事を希望される方は、お住まいを管轄する地方運輸局で雇用保険の手続きを行っ
てください。

　求職者給付（基本手当ほか）は、再就職をめざす方を支援する制度です。原則として次に該当する方には
支給されませんが、その状態によって支給可能となる場合もあります。
　なお、会社から解雇されたものの、解雇無効として裁判等で争うため就職活動を行わない場合は、条件付
きで受給できる制度がありますので、ハローワークにご相談ください。

◆原則として、離職の日以前２年間に雇用保険の被保険者であった期間のうち11日以上（又は80時間以
上）働いた完全な月が12か月以上あること。

◆倒産・解雇等による離職の場合（特定受給資格者に該当）、期間の定めのある労働契約が更新されなか
ったこと（あらかじめ更新されない予定の労働契約が満了したことによる離職を除く）その他やむを得
ない理由による離職の場合（特定理由離職者に該当）（※）は、離職の日以前１年間に雇用保険の被保
険者であった期間のうち11日以上（又は80時間以上）働いた完全な月が６か月以上ある場合でも、受
給資格を満たします。

※特定受給資格者・特定理由離職者については、３ページの⑧をご参照ください。



■上の①～③の表の「被保険者であった期間」には、今回離職された事業所以前の雇用保険に加
入していた期間が通算されます。なお、通算には一定の条件がありますので、ハローワークへ
お問合せください。

◆高年齢求職者給付金、特例一時金は、離職の日以前１年間に雇用保険の被保険者であった期間のうち11日
以上（又は80時間以上）働いた完全な月（短期雇用特例被保険者であった方は暦月）が６か月以上必要と
なります。

★複数枚の離職票をお持ちの方は、短期間の離職票であっても全て持参してください。

　特定受給資格者とは、倒産・解雇等の理由により再就職の準備をする時間的余裕なく離職を
余儀なくされた方であり、特定理由離職者とは、特定受給資格者以外で、期間の定めのある労
働契約が更新されなかったこと、正当な理由のある自己都合により離職した方です。
　特定受給資格者および特定理由離職者の範囲と判断基準については、右の二次元バー
コードからパンフレットをご覧いただき、詳細はハローワークにお問合せください。
【厚生労働省のサイト】https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000135026.html

⑧



2～4

⑨

⑩

＜令和７年４月以降に教育訓練等を受ける場合、給付制限が解除されます＞
　給付制限のある自己都合により離職された方のうち、次のいずれかに当てはまる教育訓練等
（令和７年４月１日以降に受講を開始したもの）を離職の日前１年以内に受けた方または離職
の日以後に受けている方は、当該訓練を受ける期間と受け終わった後の期間について給付制限
が解除されます（重責解雇で離職された方や特例一時金は除く）。

教育訓練等を受けた方　または　受ける方　は、ハローワークにご相談ください。

① 教育訓練給付金の対象となる教育訓練　② 公共職業訓練等
③ 短期訓練受講費の対象となる教育訓練　④ ①～③に準ずるものとして職業安定局長が定める訓練

7

4,992円
5,707円
6,207円

4,853円
5,136円
5,220円 7,255円

7,623円

8,870円

8,055円

7,255円

（※2）自己都合で離職された方は給付制限期間が１か月となります（ただし、令和７年３月３１日以前に離職された
　　　方は2か月）。なお、重責解雇で退職された方や過去５年間に２回以上自己都合で離職し求職申込みをした場
　　　合は給付制限期間が３か月となります。

（※1）同一の事業主に３年以上雇用され、雇止めの通知がなく、契約の更新又は延長を希望しない旨の申出をした
　　　方は、自己都合の離職の方と同様に給付制限があります。



（URL）https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130693_00001.html

自己都合で離職された方は待期満了の翌日から１か月間（令和
７年３月３１日以前に離職された方は２か月間／重責解雇で退職
された方や過去５年間に２回以上自己都合で離職し求職申込み
をした場合は３か月間）基本手当は支給されません。

11～13ページをご覧ください。

厚生労働省のサイトから
Youtubeチャンネルに
リンクしています。



　令和 4 年 7 月 1 日以降に事業を開始等した方が事業を行っている期間等は、最大 3 年間受給期
間に算入しないことができます。これによって仮に事業を休廃業した場合でも、その後の再就職活
動に当たって基本手当を受給することが可能になります。

65 歳未満で退職された場合は【受給期間の特例】

（不妊治療を含みます）



■高年齢被保険者であった方に支給される高年齢求職者給付金、短期雇用特例被保険者であった方に支給さ
れる特例一時金については、受給期間の特例はありません。





（※）船員であった方については経過措置等あり

（※）

　高年齢再就職給付金は、離職後、基本手当を受給している方が、支給日数
10％

10％

を 100 日以上残して再就職（１年を超
える雇用見込み）し、再就職後の各月の賃金が基本手当の基準となった賃金日額の 30 日分と比べて 75％未満であ
る場合に、支払われた賃金の を限度に支給されます。なお、再就職手当と同時に受けることはできません。

　離職理由による給付制限を受けた方（教育訓練や職業訓練等の受講により給付制限が解除された方を
含む）は、待期の満了後 1 か月間は、ハローワークまたは職業紹介事業者の紹介で就職された場合のみ
再就職手当・就業促進定着手当が支給されます。
（オンライン自主応募は、ハローワークの紹介に該当しません。）



★正社員で就職を希望される大学（院）、短大、高等専門学校、専修学校及び職業能力開発学校（高
卒２年課程以上）を卒業予定の方、卒業後３年以内の方及び卒業後日本で就職を希望する留学生
の方を対象に職業相談・職業紹介・各種支援セミナー・面接トレーニング等を行っています。

★正社員での就職を希望する概ね35歳から５９歳までの方で、不安定な就労期間が長い、就職後の就労期間が
　短い、就業経験のない方等を対象に職業相談・職業紹介・職業訓練のアドバイス等、一貫した支援を行って
　います。

生等

絵本やおもちゃの置いてあるチャイルドスペースや授乳室を原則設置しています。お子様連れでも安心です！

※ハローワーク岸和田にもチャイルドスペース・授乳室を設置しています。

※令和7年12月15日(月)堺地方合同庁舎2階への移転を予定しています
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くんれんザウルス
とれゴン

ハロートレーニング（公的職業訓練）は、希望する仕事に就くために必要な職業スキルや
知識などを習得することができます。受講申込みまでにハローワークで複数回の相談を必要とします。

※一部有料の科目もあります。
※教材費等の実費は自己負担です。

経験
職務経歴

これまでの

就職にスキルがあれば・・・と感じるあなたに。

転職でキャリアアップをめざすあなたに。

再就職

※資格取得の対象ではない
コースもあります。

対象となる方
●離職されたみなさま、フリーランスの方、就職が決まらないまま学校を卒業された方等
●ハローワークで求職登録をしている方で、ハローワークが訓練受講の必要性があると認めた方

主な訓練分野

受講中の生活支援
●訓練終了まで雇用保険の受給期間が延長される場合があります。 左下枠◆をご覧ください

●雇用保険の受給資格のない方、受給が終了した方は、職業訓練受講給付金等を
受給できる場合があります。 ※右下枠◎をご覧ください。

訓練受講について
●原則、すべての訓練に出席する必要があります。
●出席率が全訓練時間の8割を下回る場合等には、訓練を修了できないことがあります。

【訓練コースの例】 電気設備技術科 ICTプログラミング科 ビル設備管理科 介護福祉士実務科 保育人材育成科
DX・デジタル推進科 Webデザイン制作科 パソコンスキル習得科 経理事務科 施設警備員養成科
※様々な分野の訓練コースを毎月開講しています。コースによって開講月、申込期間が異なりますのでご注意ください。
※訓練期間は、2か月～6か月のコースを主とし、1年または2年のコースもあります。

◆雇用保険受給中の方が、訓練校に入校する時点で一定以上の給
付日数が残っている場合、下記の項目が適用されます。
基本手当 失業している日に支給される手当

 〈早期支給〉 給付制限中に入校した場合でも、
入校日から支給されます。

 〈給付延長〉 訓練期間中に所定給付日数がなく
なる場合でも、訓練終了日（退校
日）まで延長し支給されます。

受講手当 訓練受講日に支払われる手当
1日500円（上限日数40日）

通所手当 通所の距離・方法に応じて支給される手当
（上限金額 月42,500円）

【参考表】

無料の
職業訓練

資格
取得

◎雇用保険の受給資格のない方、受給が終了した方は、一定の支給要件を満た
した場合に、「求職者支援制度」を利用することができます。
受講手当 月10万円
通所手当 通所の距離・方法に応じて支給される手当

（上限金額 月42,500円）

本人および世帯の収入、保有金融資産等に要件があります。
詳しくはハローワークの職業訓練窓口までお問い合わせください。

所定給付日数
受講開始前日までの失業認定後の支給残日数

給付制限あり 給付制限なし

９０日 ３１日以上 １日以上

１２０日 ４１日以上 １日以上

１５０日 ５１日以上 ３１日以上

１８０日 ６１日以上 ６１日以上

２１０日 ７１日以上 ７１日以上

２４０日 ９１日以上 ９１日以上

２７０日 １２１日以上 １２１日以上

３３０日 １８１日以上 １８１日以上

○雇用保険および職業訓練受講給付金の支給要件を満たさない場合でも、受講
料無料で職業訓練を受講していただけます。 ※教材費等の実費は自己負担

大阪ハローワーク
ホームページ

大阪で開催される訓練コースの詳細をご覧いた
だけます。

ハローワーク
インターネットサービス
ハロートーレーニング

検索ページ
全国の訓練コースの情報を条件検索でご覧い
ただけます。

受講を
ご検討されている方は
お早目のご相談を︕︕

小さなお子さん、
介護が必要な方がいる
場合など、通学が難しい
と感じている方には、

託児サービス付きのコース
やｅラーニングコースも

あります。とれみちゃん

ご相談・お申し込みは
各ハローワークの

職業訓練窓口まで
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https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/home.html
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